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新宮市告示第９２号 

 

 

新宮市第２子以降に係る保育料等助成事業実施要綱の一部を改正する告示 

 

新宮市第２子以降に係る保育料等助成事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように

定める。 

 

令和８年８月２０日 

 

 

新宮市長 上田 勝之    
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新宮市第２子以降に係る保育料等助成事業実施要綱の一部を改正する告示 

 

新宮市第２子以降に係る保育料等助成事業実施要綱（平成30年新宮市告示第40号）の

一部を次のように改正する。 

(1) 次の表中、改正後の欄の太線で囲まれた部分をそれに対応する改正後の欄の太線で 

囲まれた部分に改める。 

改正後 改正前 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

 
利用施設 対象児童 対象経費 

  
利用施設 対象児童 対象経費 

 

 
(略) (略) (略) 

  
(略) (略) (略) 

 

 
児童発達支

援センター

等（児童福

祉法（昭和

22年法律第

164号）第

43条各号に

定める支援

を提供する

児童発達支

援センター

及び同法第

６条の２の

２第２項に

定める児童

発達支援を

受けるため

に通う児童

発達支援セ

ンター以外

の施設） 

左欄に定める施設を

利用する児童のうち

次のいずれかに該当

するもの 

(１) 属する世帯

における第３子

以降の就学前の

児童であるこ

と。 

(２) 属する世帯

の市町村民税の

所得割額の合計

額が77,101円未

満である第２子

の就学前の児童

であること。 

新宮市障害児通

所給付費等の支

給に関する規則

（平成29年新宮

市規則第２号）

により市長が当

該施設を利用す

る対象児童の扶

養義務者から徴

収する指定児童

発達支援に要し

た費用 

  
児童発達支

援センター

等（児童福

祉法（昭和

22年法律第

164号）第

43条各号に

定める支援

を提供する

児童発達支

援センター

及び同法第

６条の２の

２第２項に

定める児童

発達支援を

受けるため

に通う児童

発達支援セ

ンター以外

の施設） 

左欄に定める施設を

利用する児童のうち

次のいずれかに該当

するもの 

(１) 属する世帯

における第３子

以降の就学前の

児童であるこ

と。 

(２) 属する世帯

の市町村民税の

所得割額の合計

額が77,101円未

満である第２子

の就学前の児童

であること。 

新宮市障害児通

所給付費等の支

給に関する規則

（平成29年新宮

市規則第２号）

により市長が当

該施設を利用す

る対象児童の扶

養義務者から徴

収する指定児童

発達支援に要し

た費用 

 

 
認可外保育

施設（従業

左欄に定める施設を

利用する児童で次に

当該施設の長が

当該施設を利用
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改正後 改正前 

員等の福利

厚生のため

に設置され

た病院内保

育施設や事

業所内保育

施設（地域

型保育事業

を行う事業

所を除

く。）、そ

の他の認可

外保育施設

（市に届出

のある施設

に限

る。）） 

掲げる要件のいずれ

かに該当するもの 

（１） その属する

世帯における第

３子以降の就学

前の児童である

こと。 

（２） その属する

世帯の市町村民

税の所得割額

（当該年度４月

から８月までの

間の保育料につ

いては前年度分

の市町村民税の

所得割額とし、

当該年度９月か

ら３月までの間

の保育料につい

ては当該年度分

の市町村民税の

所得割額とす

る。）の合計額

が57,700円未満

（要保護者等

（生活保護法

（昭和25年法律

第144号）第６条

第２項に規定す

る要保護者その

他内閣府令で定

める者をいう。

する対象児童の

扶養義務者から

徴収するとした

月額設定の保育

料を対象に、子

育てのための施

設等利用給付又

は企業主導型保

育事業費補助金

を優先し、その

上で生じる費用

を助成するため

に要した額 
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改正後 改正前 

以下同じ。）に

ついては、

77,101円未満）

である第二子の

児童であるこ

と。 

別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係） 

 
利用施設 対象児童 保育料等 

  
利用施設 対象児童 保育料等 

 

 
(略) (略) (略) 

  
(略) (略) (略) 

 

 
児童発達支

援センター

等（児童福

祉法（昭和

22年法律第

164号）第

43条各号に

定める支援

を提供する

児童発達支

援センター

及び同法第

６条の２の

２第２項に

定める児童

発達支援を

受けるため

に通う児童

発達支援セ

ンター以外

の施設） 

左欄に定める施設を

利用する児童のうち

次のいずれかに該当

するもの 

(１) 属する世帯

における第３子

以降の就学前の

児童であるこ

と。 

(２) 属する世帯

の市町村民税の

所得割額の合計

額が77,101円未

満である第２子

の就学前の児童

であること。 

市長又は施設の

長が当該施設を

利用する対象児

童の扶養義務者

から徴収すると

した月額設定の

食材料費（３～

５歳児について

は副食費に限

る。） 

  
児童発達支

援センター

等（児童福

祉法（昭和

22年法律第

164号）第

43条各号に

定める支援

を提供する

児童発達支

援センター

及び同法第

６条の２の

２第２項に

定める児童

発達支援を

受けるため

に通う児童

発達支援セ

ンター以外

の施設） 

左欄に定める施設を

利用する児童のうち

次のいずれかに該当

するもの 

(１) 属する世帯

における第３子

以降の就学前の

児童であるこ

と。 

(２) 属する世帯

の市町村民税の

所得割額の合計

額が77,101円未

満である第２子

の就学前の児童

であること。 

市長又は施設の

長が当該施設を

利用する対象児

童の扶養義務者

から徴収すると

した月額設定の

食材料費（３～

５歳児について

は副食費に限

る。） 

 

 
認可外保育

施設（従業

左欄に定める施設を

利用する児童で次に

市長又は施設の

長が当該施設を
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改正後 改正前 

員等の福利

厚生のため

に設置され

た病院内保

育施設や事

業所内保育

施設（地域

型保育事業

を行う事業

所を除

く。）、そ

の他の認可

外保育施設

（市に届出

のある施設

に限

る。）） 

掲げる要件のいずれ

かに該当するもの 

（１） その属する

世帯における第

３子以降の就学

前の児童である

こと。 

（２） その属する

世帯の市町村民

税の所得割額

（当該年度４月

から８月までの

間の保育料につ

いては前年度分

の市町村民税の

所得割額とし、

当該年度９月か

ら３月までの間

の保育料につい

ては当該年度分

の市町村民税の

所得割額とす

る。）の合計額

が57,700円未満

（要保護者等に

ついては、

77,101円未満）

である第二子の

児童であるこ

と。 

利用する対象児

童の扶養義務者

から徴収すると

した月額設定の

食材料費（３～

５歳児について

は副食費に限

る。）を助成す

るために要した

額 
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附 則 

この告示は、令和８年８月２０日から施行し、改正後の新宮市第２子以降に係る保育料

等助成事業実施要綱の告示は、令和８年４月１日から適用する。 


